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おわりに

はじめに

近年になって，国際貿易において収穫逓増と不完全競争の果たす役割が重視

されてきている．その理由の一つは，産業内貿易が広範に行われていることに

ある．産業内貿易とは，技術水準や要素賦存比率の似通った先進諸国相互間の

双方向の貿易として定義されよう．それはヨーロッパ共同市場創設後，工業製

品の貿易が急速に拡大した時期にはじめて注目された現象である．産業内貿易

は完全競争や規模に関する収穫不変を前提とする比較優位の貿易理論では説明

できないために， 1970年代末からその理論的解明が試みられてきた．

産業内貿易の理論的文献をみると，まったく異なる 2つの説明がなされてい

る．そのうち比較的広く用いられている説明では，産業内貿易は製品差別化と
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規模の経済性の相互作用の結果起こると考えられている.Krugman[9］および

Dixit and・ Norman[4］によれば，各産業には多数の差別化された潜在的製品

があり，消費者はそれらを不完全代替財とみなしているが，規模の経済が存在

するために，個々の国は限られた範囲の財しか生産できない．貿易が行われる

と，各国は異なった範囲の財に特化し，それらは消費者の多様な最終財への欲

望や，さまざまな晴好や，生産者の差別化された種々の中間財に対する多様な

需要を充足するために貿易されるというわけである．

産業内貿易のもう一つの説明は Brander[l］が提起し， Branderand Krug-

man[2］が精徹化したものである． この見方によれば，産業内貿易は文字どお

り同じ製品の双方向への貿易を意味する．この貿易の推進力は価格差別であ

る．企業は市場を区分し，国内では価格を高くするために販売量を制限し，外

国ではより積極的に販売を促進する．その結果「相互ダンピング」が起こる．

ここでは生産費の違いがないにもかかわらず，企業が圏内販売よりも外国販売

で低いマークアップを許容することから生じるのである．

これら収穫逓増と不完全競争に基づいた貿易理論では，特に産業内の工程間

分業による中間財の貿易が重要であるように思える.Ethier[6], Markusen 

[12］等の研究が中間財の生産に収穫逓増を導入し，最終財へと組み立てられる

一般均衡モデルを構築している． しかも，中間財における製品差別化と国際間

で生産工程を分業したことによって，最終財の生産も収穫逓増を示すことにな

る.Ethier[6］等の分析ではおもに，差別化された，あるいは特化された中間財

の産業内貿易に関心が向けられている．

本稿の目的は，最終財と中間財の両ステージにおける産業内貿易の説明にあ

る..，そこで本稿では，独占的競争が行われている中間財部門と国際的複占が行

われている最終財部門とから成る産業を想定する．各国最終財企業は同一の生

産技術と本国で生産される差別化された多数の中間を用いて同質な最終財製品

の生産を行う．そしで貿易が開始されると，これらの最終財企業は，各国市場

を分割し，各国市場においτ，相手企業の販売量を所与とみなしてクールノー

競争を行うという設定で，まず分析を行う．次に，中間財貿易を考慮iしたうえ

での最終財企業の競争関係に与える影響を分析する．
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さらに，最終財の限界費用が外生的に与えられる通常の国際複占モデルと

違って，当該産業の中間財部門および最終財部門の生産関数をともに収穫逓増

となるような生産関数で特定化し，中間財の生産にのみ用いられる特殊要素と

して労働を導入することで，限界費用を内生的に決定する．そのためには，

Brander and Krugman[2］の「相互ダンピング・モデル」を， Ethier[6］のラ

インに沿って， Dixitand Stiglitz[ 4］が定式化した独占的競争モデルで拡張す

る. Ethier[6］等の独占的競争モデルとの決定的な違いは， これら複占最終財

企業は各国においてそれぞれの中間財部門を従属させているので，最適な分業

規模の決定が最終財企業によって行われるところにある．分業の規模が最終財

の戦略変数として選ばれるということである．つまり，中間財購入競争（分業拡大競

争）ゲームを第1段階につけ加えて2段階ゲームが考察されるということである．

本稿の構成は以下の通りである．まず，第 1章で，従来の相互ダンピング・

モデルを提示し，それから各部門の生産関数および市場構造を明示し，アウタ

ルキー経済での最終財企業の限界費用を内生的に決定する．次に，第2章で，

中間財市場を閉鎖したままで最終財市場を開放した段階でのクールノー・ナッ

シュ均衡が Branderand Krugman[2］で得られたものと同様の相互ダンピ

ング均衡となることを示す． さらに第2章で限界費用を内生化したことで， 2 

段階ゲームへと発展できることを示す．

続いて，第3章では，最終財市場を閉鎖したままで，中間財市場を開放した

ときの貿易均衡を導出する．さらに，その貿易効果と貿易利益を分析し，中間

財の貿易が両国にとって利益となることを示す．そして，最終財および中間財

をともに開放したときの 2段階ゲームの完全均衡を導き出す． その均衡では2

段階の産業内貿易が行われていることが示される．

最後に，本稿のモデルの分析より得られた結論をまとめる．

1 基本モデル

1.1相互ダンピング・モデル

自国および外国からなる二国モデルを考える．各国にはそれぞれ 1つず、つ最
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終財企業がおかれており，貿易前は，自国最終財企業は自国の最終財部門を，

外国最終財企業は外国の最終財部門を独占しているものとする．各国最終財企

業は同ーの生産技術と，本国で生産される差別化された中間財を用いて，同質

な最終財を生産している．

貿易が開始されると，これらの最終財企業は，各国を別々の市場と考え，各

国市場での自己の販売量を互いに切り離して決定するという意味での市場区分

（分割）と，各国市場において，柏手企業の販売量を所与とみなすというクール

ノー的行動のもとで競争を行うと仮定する．自国最終財企業は自国市場向けに

zを販売し，外国市場向けにf を販売する．外国最終財企業は自国市場向けに

yを販売し，外国市場向けにfを販売する．自国および外国市場の逆需要関数

をρ（x+y),p*(x*+yっとすれば，貿易が開始されたときの自国および外国最

終財企業の利潤はそれぞれ

金 C 量

II =xp(x+y)-cx+x*p本（x*+y＊）一一三r*-F (1) 
g 

II* =yp(x+y) ＿£＿プy+yγ （x*+y*)-c*y* -F* (2) 
g 

で与えられる．ただし， c,c＊ はそれぞれ自国および外国最終財企業の限界費用

を表し，それらは中間財の購入量に依存する．またF,F＊ は各国最終財企業の

固定費用を表す. gは「氷山」型の輸送費に関するパラメーターであり， Oくg

く1とするo. さらに，各国市場の最終財に対する逆需要関数は，次のように線

形で与えられていると仮定する：

ρ（x十y）三 A-(x+y)

ρ＊（x*+y＊） 三 A＊一（x*+y*) 

ただし， A,A＊ は正の定数であり，市場規模の尺度を表す．

(3) 

(4) 

以上の定式化は基本的には Branderand Krugman[2］と同じであるが，次

節以降で，限界費用c,c＊が，中間財部門の生産関数および最終財部門の生産

関数を特定化し，中間財部門の構造を明示化していくことで，内生的に決定さ
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れることを見ていく．なお，中間財貿易を含めたモデルの設定は図 lを参照さ

れたい

図1：モデルの設定

1.2生産

この節では，両国最終財企業と中間財企業の生産関数を明らかにする．最終

財は労働を用いずに， n個の中間財のみから組み立てられる．一型， n個の中間

財はすべて同ーの生産関数によって，労働のみを用いて生産される．実際に生

産される中間財の数は内生的に決定されるが，潜在的には無限である．

まず，最終財企業の生産関数から明らかにする．これについては次の 2つの

仮定をおく：

仮定 1 最終財は多様な種類の中間財を需要し， それら中間財はすべて対称

に最終財に貢献する．
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仮定2 最終財の生産には中間財の生産工程を分業し， 特化したことからく

る正の外部効果が存在する．

この 2つの仮定を反映させるために， Ethier[6],Markusen[l2］にしたがっ

て，最終財の生産関数を次のような CES型に特定化する：
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(6) 

ただし，俳句 Wは中間財投入量を表す．

仮定 1のもとでは，これは均衡において確かめられることではあるが，すべ

ての中間財の投入量は等しくなる． これをφとすれば，生産関数（5）は次のよ

うに縮約された形で表せる：

X=n""i・ゆ＝na(nゆ，）， 0くβく1 (5’） 

ただし， α三 Cl-/3）／.点＞Oとする．ここで，がが仮定2の分業の拡大による正の

外部効果を表しているの．このことは無限種類の中間財の無限小の生産量を需

要するかもしれないが，あとで述べるように，中間財部門で固定費用が存在し

ているため，有限種類の中間財が需要される．

次に，中間財部門の生産関数を明らかにする．中間財の生産要素は労働のみ

である．さらに，次の 2つの仮定をおく：

仮定3 中間財部門で用いられる労働はその部門に特殊的（specific）であ

り，部門内の企業聞を自由に移動できるの．

仮定4 両国中間財部門の総労働供給量はそれぞれL,L＊で一定である．

自国のt番目の中間財をφt単位生産するのに必要な労働投入量んは次のよ
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うなすべて同ーの線形関数で与えられる：

li＝α＋b(A，α＞O, b>O, i=l，…，n 

-123-

(7) 

ただし， Gは固定的投入量， bは限界的投入量であり，それぞれ定数とする．

同様に，外国の中間財部門について

ザ＝α＊+b＊吟＊， a* >O, b* >O, j=l，…， η＊． (8) 

また，労働市場については完全雇用を仮定する：

L＝互li＝三（a+b仇）' (9) 

L* =i~il/ =}~~1 Cα＊十b*¢/) (10) 

以上で，最終財部門と中間財部門の 2種類の生産関数を提示したわけだが，

ともに規模に関して収穫逓増を示す．特に，生産関数（5）あるいは（5’）は分

業に関する規模の経済を示している．

1.3 アウタルキー均衡

この節では，限界費用c，♂の内生化を行う．自国と外国は伺ーの生産技術

を持つので，自国のみを考えれば充分であろう．

アウタルキーでは，最終財部門は自国最終財企業で独占されている．一方，

最終財企業は多様な中間財部品を需要するので，複数の中間財企業が同じ種類

の中間財を，別々に固定費用を支払って生産することは，利潤最大化に矛盾す

る． したがって，すべての中間財企業は異なる中間財の生産に特化することに

なり，中間財部門は独占的競争となる．

これで各部門の競争形態がわかったので，各部門における閉鎖経済での均衡

値を導き，限界費用が内生的に決定されていくことを見ていく．

いま， n個の中間財企業が最終財企業に中間財の供給を行っているとしよ

う．中間財の価格（q1，・・・4，…必）が与えられたとき，最終財企業が生産関数

(5）にしたがって， X という生産を行うための中間財に対する派生需要量

（仇，…，仇，…，仇）を導出する．

最終財企業の費用最小化問題は次のように定式化される：
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制，忠t~... ~.) i~l qi <A+ F 

s.t. ：~r；：イ
F.O.C.より次の関係が得られる：

内（ff'.ム付
(11) 

これを最小化問題の制約式の中に代入すると， t番目の中間財に対する派生需

要関数
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が得られる．ただし
β一1

In LIP  
Q=I i~qf-1 I (13) 

であり， Qは価格水準の指標として解釈できる．

ここで， t番目の中間財企業の価格政策q；が変化したときの影響を考える．

この変化は2つの経路を通して派生需要量伶に影響を及ぼす．すなわち， q；か

ら直接φに影響を与えるものと， q；が， まず，全体の価格水準Qに影響を与

え，それから間接的に， Qを通して，徐に影響を与えるものの 2つである．

(13）より弾力性を用いて，後者の影響を調べると

δlogQ _ q？寸
δlogqi 主qi-1:r-

(14) 

となり， nが十分大きければ， (14）の右辺はゼロに近づき， q；のQに与える影

響は無視できるくらいに小さくなる． したがって，間接的な影響は無視しでも

よいことになる．

次に，前者の直接的な影響を調べる.q；の変化はXにはまったく影響を及ぼ

さないことは明らかで、ある．

したがって， t番目の中間財に対する需要の価格弾力性は，（11）より
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となり，これはすべてのtに対して共通である．

また，（11）を用いて交差弾力性を計算すると

θloσゆ． θloσ<h. 1 
一一一ーよ＝一一一一-2一一一一， 作 j=l，…， n (16) 。logqi a logq; 1一βJ

となり，右辺の第 1項は， nが十分大きければ， (15）により 1/(1－β）で近似

できるので，交差弾力性はゼロとなる．

したがって，中間財部門の企業数nが十分大きければ，各中間財企業の価格

政策がその他の中間財企業の行動に与える影響は無視できるくらい小さくな

る．

以上で，各中間財企業は弾力性が 1/(1-{3）である派生需要曲線 (12）に直面

することがわかったので，代表的中間財企業の利潤最大化問題は次のように定

式化できる：

max馬＝佳佑ーω（α＋b吟）， i=l，…，n 
ゆ，

ただし， ωは賃金率を表す.F.O.C.より

qβ＝bw, i=l，…，n 

すなわち，賃金率ωが与えられたときの代表的中間財企業の独占価格

qi＝β－1bw, i=l，…，n (17) 

を得る．

β，bおよびωはすべての中間財企業にとって同一なので， 中間財価格はす

べて同ーとなる．これからは，すべてのtに対してqi=qと書くことにする．

この独占価格qを派生需要関数 (12）および価格指標 (13）に代入すれば，

最終財の生産量がXのときの派生需要量

。＇i＝ηβx.i=l，…，n (DD) 
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がわかる．

β，nおよびXはすべての中間財に対して同一なので，派生需要量も同ーと

なる．これからは，すべてのtに対してふ＝ゆと書くことにする．

以上で，短期における限界費用α♂を決定する手はず、が整った． 自国最終

財企業の短期費用関数C(X）は， n種類の中間財を購入するための費用と固定

費用Fのみで構成されるので， （DD）＇を用いて

C(X)=n・qゆ＋F

_1－β 
={3-1bwn-aX +F，α＝p>O (18) 

となり，これから限界費用が次で与えられる．

c＝β一1bwn-a (19) 

これは，（α）中間財の種類の数nが多いほど（分業の規模が拡大するほど），

(b）賃金率仰が低いほど，（c）限界的労働投入量bが小さいほど（労働の生産

性が高いほど），限界費用cは小さくなることを示している．

同様に，外国最終財企業の短期における限界費用♂は

c＊＝β－1b*w ＊η• －a (20) 

で与えられる．なお，外国の変数については，自国のそれに＊をつけたもので

表す．

ここで，最終財に対する逆需要関数が

p(X)=A-X 

で与えられているので，このときの生産量は

ん＝ド－{3-1bwn-a)

となる． したがって，このときの代表的中間財に対する派生需要量は
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ぺ山一1bwn-a)nす
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(DD) 

で表される．

一方，完全雇用式（9）より供給可能な中間財の生産量ゆと企業数nの関係が

得られる．つまり，（9）をゆについて解いた．

L
一伽

＋
 

α
一b一一

，φ
’
 

(SS) 

がそれである．以下では，図2を用いて，独占的競争における長期的な企業数

の決定プロセスを説明していく．

各中間財企業は， qという独占価格をつけることによって，超過利潤をあげ

ることができる．このことは，新規の企業の参入を招き，既存企業の利潤を減

少させるであろう． したがって，独占的競争では，利潤ゼロが長期均衡条件と

なる．つまり， ni=Oにより，長期均衡における生産量

， α：/3 . • －－ 3 ー・ .. 
判 b(l－β）’ v ‘’日

を得る．

a, bおよびβはすべての中間財企業にとって同一なので，長期均衡時の中間

(21) 

財生産量もすべて同ーとなる．これからは，ゼロ利潤をもたらすという意味で，

すべてのtに対して，ゆi＝ゆ。と書くことにする．

残るは，長期均衡時の企業数の決定である．当初，企業数はnであったが，

参入および退出によるゼロ利潤条件で， 最終財の生産量がXMのときの長期均

衡時の企業数げ （XM）が決定される．そのためには， O。を （DD）に代入すれば

よい． したがって

M）~［…ィa/3 

を得る．

(22) 
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φS  D f> 

図2：長期における企業数の決定過程

n 

s 

ここまでのプロセスを図2を用いて図解してみることにする．縦軸に中間財

需要（生産）量。，横軸に中間財企業数nをとり，式 （DD),(SS）をそれぞれ

DD曲線， ss曲線として描くと図2のようになる．中間財の生産量とその企業

数は必ず（SS）の制約を満たさなければならないので，最終財の生産量がXの

ときのDD曲線はss曲線の下側に位置する部分をもたなければならない．

当初の企業数はnであったから，点Aで代表的中間財企業は生産を行わな

ければならない．いま，点Aにおける中間財の生産量はゼロ利潤をもたらす生

産量φ。よりも上に位置しているので，代表的中間財企業は独占価格qによっ

て超過利潤をあげている．このことは新規企業の参入を招き，代表的中間財企

業の生産量はDD曲線に沿って下方へ移動していく．そして最終的には， </Joで

生産は落ち着くことになり，利潤ゼロの長期均衡点Bが達成される．そのとき

の中間財企業数がが （XM）で与えられる．

ここで，潜在的には，五で与えられる数の中間財企業が最大限存在すること

が可能であることに注意しておく．元は（SS）にゆ。を代入して
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_ L L(l－β） 
n＝一一一一一一＝

α＋b妙。 α
(23) 

で与えられる．これは， （d）中間財部門の労働市場規模Lが大きいほど， （e)

固定的労働投入量αが小さいほど， σ）最終財部門での製品差別化の程度が大

きいほど句が小さいほど），中間財の種類が豊富になる，言い換えれば分業の

規模が拡大するということを示している．

長期均衡点Bではこの場合，中間財部門においてBEの長さだけ失業が存在

していることがわかる．このとき，賃金率ωは下落し，それにつれて最終財の

限界費用が低下することになり，最終財の生産量は賃金率の調整により完全雇

用が実現されるまで拡大する．このことは， DD曲線が点Eを通るところまで

シフトすることと対応している．このときの中間財生産は点Cで行われる．生

産量はゆ。を上回ることになり， この超過利潤をめぐり新規参入が再開される．

そして，長期的には利潤ゼロで完全雇用が達成される均衡点Eに落ち着くこと

になる．

今度は，総労働需要曲線と総労働供給曲線とを導出して，賃金による調整過

程をみてみる．労働の総需要量をLdとすれば，中間財部門の生産関数（7）を用

いて

Ld=nl=n（α＋bゆ）

となる． したがって，総労働需要関数

ど＝nぺbn-a(Aーがα/3-1bW)

が得られる．

一方，労働の総供給量はLで一定であるので，労働の総需要関数と総供給関

数が図3で示される．以下，この図3のグラフを用いて，賃金の決定過程をみ

る．
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図3：アウタルキーにおける賃金率の決定過程

総労働供給曲線

βna(zant +Ab) 
b2 

民10

日J

。
総労働需要曲線

£d 
L na＋すAbna

いま，賃金率仙の水準で設定されたとすると，この場合， Ld<Lなので失業

が生じている． したがって，賃金率は下がるであろう．このことは，中間財の

独占価格の下落を意味し，それにともなって，最終財企業の限界費用は下がる

ことになる．よって，最終財企業は生産を拡大することで利潤を引き上げよう

とするであろう． したがって，中間財の生産量は増加することになり，それに

ともなって，労働の雇用量は高まり，失業は次第に解消されていく．完全雇用

が実現したときの賃金率必はLd=Lを代入して

一 Abna-2/3n2a(L-a) 
w= b2 

で与えられる．

これで，アウタルキー経済での均衡値がすべて出揃った．次章以降では，ま

ず最終財市場を開放して分析を行う．次に中間財市場を開放する．そして，両

国最終財企業による 2段階ゲームが考察できることを示す．
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2. 2段階相互ダンピング・モデル

この章では，両国最終財企業同士による 2段階ゲームを考察する．各国最終

財企業は，第 1段階で最適な中間財購入数の決定を行う．もし，その数が国内

の最大既存在可能な中間財企業数を上回るのであれば，他国から中間財を輸入

する可能性がでてくるであろう．この章ではまだ，中間財の貿易は考慮しない

ことにする．そして最終段階で，各国最終財企業は第1段階で購入した中間財

をもとにして最終財を生産し，各国市場で相手国企業と競争を行う．以下，後

向きで完全均衡を求めていく．

2. 1最終財市場における相互ダンピング均衡

この節では，両国の中間財企業数がそれぞれ叫がで任意に与えられている

短期において，ゲームの最終段階である各国最終財市場での販売競争部分ゲー

ムにおけるクールノー・ナッシュ均衡を導出する．

まず，自国市場における両国最終財企業の利潤最大化のための F.O.C.を求

める．ここで，逆需要関数（3）および（4）をそれぞれ利潤式 (1), (2）に代

入して

壷金 C 金金

日＝x[A-c一（x+y)]+x"' [A＂＇一一一 （x"'+yつ］－F (1’） 
g 

II* =y[A-.E_一一（x+y）］十y*[A*-c＊ー（x*+y*)J-F* (2’） 
g 

を得るので，利潤最大化のためのF.O.C.は

カ
♂
一

g

a

上
一
ル

ー一
2

1

一2

＋

．

汁

ー
す

1
7

＝

ロ

…

…

叫

」

寸

J

「

Z

＊

H
M
 

H

H

 

(24) 

(25) 

となる．ただし，下付き文字は微係数を表す．
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同様に，外国市場における両国最終財企業の利潤最大化のためのF.O.C.は

1 * 1/ * c¥ IL• =Oφx＊＝ ーで11 十一IA--J 
.. 2 岨 2 ¥- g I 

占企 1 • 1 ..也
rr：・＝Oφ〆＝一－x"'+-(A軍一cづ
" 2 2 

となる．ここで

A-c, A＊ー♂＞O

を仮定する．

(26) 

(27) 

(28) 

したがって，（24), (25), (26）および（27）から各国市場での均衡販売量を

求めると，以下のようになる：

ぺい－2寸）
y＝持－~十c)

f十＊予付

y＊＝÷ケ－2♂＋計

(29) 

(30) 

(3i) 

(32) 

これらを逆需要関数（3）および（4）に代入すれば，以下の均衡価格を得る：

p＝持＋c＋す） (33) 

ρ＊十本づ什 (34) 

そこで次の命題を得る：
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命題1(Brander and Krugman) 

(A+c)/2＞三，（A*+c*)/2＞三 (35) 
g g 

の仮定のもとでは，同質な最終財製品の双方向の貿易，すなわち産業内貿易が

起こる．

Proof. (35）の仮定が満たされれば， y>O,x* >O，すなわち，外国（自国）最

終財企業の自国（外国）市場向けの販売が行われており，明らか． Q.E.D. 

仮定（35）は次のように解釈できる：

当初，両国最終財企業が相互に輸出を行っていなければ，つまり，各国市場

で独占状態にあれば，そのときの独占価格 PM,P*Mはそれぞれ逆需要関数

(25）および（26），反応関数（27）および（30）にy=O,x*=Oを代入すれば，

(A + c) /2, (A* + cつ／2の水準に設定される．よって，自国（外国〉最終財企業

が外国（自国）市場で，最初の 1単位を販売するときの限界収入は，（A＊＋♂）／

2) ((A+c) /2）に等しくなる．一方，自国（外国）最終財企業の輸送費を含ん

だ限界費用はc/g(c*/g）である．したがって，（35）の仮定は，輸出による限界

収入が限界費用を上回っていることを表しており，両国最終財企業にとって，

相手国市場へ輸出しようとするインセンティヴが働くので，貿易均衡において

産業内貿易が行われる．

さらに，均衡価格（33）および（34）から次の命題を得る：

命題2(Brander and Krugman）両国の市場規模が同一であれば，輸送費

を差し引いたf.o.b.価格でみれば，両国最終財企業は国内価格よりも低い価格

をつけて輸出を行う．つまり相互にダンピングを行う．

Proof. A=A ＊のとき，両国市場における輸送費を差し引いたf.o.b.価格丹.o.b.,

P!o.b.は（33), (34）でgニIとおいて

P1.。イ山＋c*)=pら仙
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となる．これは明らかに国内価格（33）および（34）より低い． Q.E.D. 

上の 2つの命題は，すでに Branderand Krugman[2］によって得られてい

るが， このモデルでは，限界費用α♂がそれぞれn，がの減少関数になって

いることに注意しておく．

均衡値（29), (30), (31)および（32）を利潤式 (1’）， (2’）に代入すると，

次の均衡利潤を得る：

叶い－2寸）寸付与叶－F

11＊＝持与斗持＊ー2c＊づ－F*

(1グ）

(2") 

したがって，中間財の種類を増加させる（分業の規模を拡大する）ことに

よって，自己の利潤を増加させることができると同時に，相手の利潤を減少さ

せることもできることがわかる．このことから，各国最終財企業は相手国最終

財企業の中間財購入数（分業の規模）を所与とみなすクールノー的行動のもと

で，自己の用いる中間財購入数（分業の規模）の決定を行うであろう．次節に

おいて，その最適購入数の決定を試みる．

2.2中間財購入競争におけるクールノー・ナッシュ均衡

前節で， 2段階ゲームの最終段階における部分ゲームの均衡値を導出したの

で，この節では，第1段階の中間財購入競争部分ゲームの均衡値の導出を行う

ことができる．

両国最終財企業はそれぞれ利潤 (1”）， (2”）を最大にするような肌がの値

を，相手国企業の行動を所与としで決定する．

まず，自国最終財企業の購入数nについての利潤最大化のためのF.αCは

(1＇）を nに関して微分すれば

* de 2 企 2c ,.. 2dc 
IIn=-(A-2c＋－） ・（－2-)+-(A＂＇一一ー ＋c勺・（一一一）

g dn 9 g gdn 

となる．しかし， α＞Oより
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竺＝-a{3-1bwn-a-lく0.
an 

A-2c＋ι＝x>O,A* -~+c* =x* >O 
g g 

-135-

がいえるので， IIn>Oが成り立つ．よって，相手の行動を考慮せずに， nの値を

∞にできるだけ近づけたほうが利潤は大きくなる．外国最終財企業にとって

も，同様に，最適な中間財購入数（分業の規模）は∞に近い数である．

次章において，両国の中間財市場を開放し，たとえ輸送費や中間財の価格に

格差が生じていても，中間財が国際的に取引されることは，両国最終財企業に

とって利益となることを示す．

3. 中間財貿易の効果と貿易利益

この章では，自国と外国は互いに中間財を貿易できる． しかし，中間財にも

「氷山」型の輸送費がかかるものとする．この章では次のような構成で分析を進

める．

3.1節では，最終財市場を閉鎖したままで中間財市場を開放する．そしてそ

のときの中間財貿易が両国最終財企業の限界費用にどのような影響を与えるか

を考察する．次に， 3.2節においては短期における中間財市場と最終財市場の

貿易均衡を導出する．そこでは，最終財市場と中間財市場の両方において 2段

階ゲームを考察したことで，その完全均衡において 2段階の産業内貿易が行わ

れることを示す．最後に，中間財貿易による貿易利益定理を与えて，この章を

閉じる．

3.1最終財市場閉鎖下の短期中間財貿易

いま自国の中間財部門に n個の中間財企業が存在し，外国の中間財部門に

が個の中間財企業が存在している．今度は，自国最終財企業は自国のn種類の

中間財と外国のが種類の中間財が利用できる． また，各国の中間財部門には
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固定費用が存在しているため，各国は異なる範囲の中間財の生産に特化するで

あろう．

まず，短期における中間財の貿易効果を調べる．つまり，限界費用が中間財

の輸入によってどの様に変化するのかを見てみる．

自国および外国の中間財価格（q1，…，qn，をふI，…，(J:+n・）が与えられたときに，

自国最終財企業が最終財の生産をXの量だけ行うときの自国および外国の中

間財に対する派生需要量を（仇，…，払，rf>:+1，…，rf>:＋グ）とすると，自国最終財企業

の費用最小化問題は次のようになる：

n n＋π＊ 

min .I;fJiにゆ．＋ ~ q/¢/+F 
(</>i,.・－，仇，r/>:+1，・・・，r/>:+n・） i=l - ’ j=n+l , , 

s.t. X=I土砂f＋宮zif>t/31β 
I i=l i=n+l ・ I 

F.O.C.より，次の関係、が得られる：

In日＼Iーβ

<A＝仇 lー） ' i,k=l，…，n 
¥ qi J 

- -Iδf ¥T=p" 
φ本＝φi"Iーャl ' j, l＝η＋1，…，n+n* 
ー＼窃／

I a. ¥I一β

¢／＝仇l子七i ' i=l，・・・，n,j=n+l，…，n+n*
¥ qj J 

(36), (37）を最小化問題の制約式の中に代入すると

ベ（似司会ふ件。：古）ヨ同

(36) 

(37) 

(38) 

ここで，（38）をi=k,j=lに対して用いれば，自国および外国の中間財に対す

る派生需要関数
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仇寸す「， kニ 1 ・,n (39) 

I a, ¥ 1ーβ

φt =X（す｝ , l=n+l，・，n+n (40) 

が得られる，ただし

一 β一1
I n _f!_ n+n• 也 β ｜ β

Q＇ニ I呂q/-1+~ qi.13 1 I 
I i=l i=n+I’｜  

(41) 

であり，これは国際価格水準の指標として解釈できる．

したがって，自国最終財企業に中間財を供給している自国および外国中間財

企業はここでも，弾力性が 1/(1－β）の派生需要曲線に直面することになる．

同様に，外国最終財企業に中間財を供給している自国および外国中間財企業も

弾力性が 1/(1－β）の派生需要曲線に直面することになる．

一方，外国の代表的中間財企業の利潤最大化問題は次のように定式化され

る：

I / ;J;/ ¥ I 刊号＊=qj;J;/ +q/<f>/-w卜α＋b卜＋が JI, j二日，…，n十n*
I ¥ g / I 

ただし， <h*,</>tはそれぞれ外国の代表的中間財企業による自国および外国最終

財企業向けの生産量を表し， qt,qtはそれぞれの価格を表す． また， gは「氷

山」型の輸送費に関するパラメーターで， Oくgく1である．

したがって，利潤最大化のためのF.O.C.より次の独占価格が得られる：

＊ β－1bw* 
q；＝一一一一一， j＝η＋1，…，n+n 
- g 

q／＝β－1bw *, j=n+ 1，…，n+n* 

(42), (43）より，さらに，次の関係を得る：

＊ 

一・qj =~, j=n+l，・・，n+n*

(42) 

(43) 

(44) 

したがって，輸出市場向けのc.i.メ価格は国内価格をgで除すればよいことが
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わかる．また，「氷山」型の輸送費は，中間財企業のマークアップにはなんら影

響を与えないこともわかる．

β，bおよびω＊はすべての外国中間財企業にとって同一なので，これからは

すべてのjに対して，。＇t=q*, qt=q＊ と書くことにする．

同様に，自国の代表的中間財企業の自国および外国最終財企業向けの中間財

価格をそれぞれq,qとすれば

q＝β－1bw 

β－1bw 
q＝一一一一

g 

で与えられ

《 q 
q=-

g 

という関係が成り立つ．

(45) 

(46) 

(47) 

これで自国および外国の中間財価格がわかったので，それらの派生需要量を

以下の手順で導出する．

まず，自国最終財企業が購入する外国中間財に対する派生需要量グの自国中

間財に対する派生需要量併に占める割合をσとすると，（38）により

U三笠－t_!Ly－β 一・ ． 
φ ほ＊／

となる．これに（42), (45）を代入すれば

I bw ¥1-.e 
σ＝ 1g~1 

¥ 0 W I 

(48) 

(49) 

が得られる．これは輸送費が小さいほど （gが1に近いほど）あるいは自国より

も外国の賃金率が低いほど外国中間財の占める割合は大きくなることを表して

いる．

同様に，外国最終財企業が購入する自国中間財に対する派生需要量6の自国

中間財に対する派生需要量グに占める割合をσ＊とすれば
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φ I q ¥1一β

G ゆ ＼ q J 

となる．これに，（43), (46）を代入して

＊ニい日二γ
bw 

(50) 

(51) 

が得られる．

(48）よりグ＝σゆを費用最小化問題の制約式の中に代入すれば

X=(n十η＊σ/J)pφ

が得られる．

したがって，自国最終財企業がXという生産を行ったときの自国および外

国の中間財に対する派生需要量ゆおよびグは

ゆニ（n+n＊σβ）－PX (52) 

グ＝（na－β＋n*)-PX (53) 

でそれぞれ与えられる．

同様に，外国最終財企業が Yという生産を行ったときの外国および自国の

中間財に対する派生需要量グおよび品は

Y

Y

 

I

一8
1

一β

1

J

1
’
 

＊

auF
｛
 

n

一

i

－

＊

 

a
H一

：

σ

＊
0

が

相
川
＋

／

・

1

1

b

＝

ιuv 

＊
一
一

A
u
r
A
A
V
 

(54) 

(55) 

となる．

これで，中間財を相互に輸入したときの自国および外国最終財企業の短期費

用関数と限界費用の導出の手はずが整った．

自国最終財企業については（48), (52）および（53）から

C(X)=n • qφ＋n*•q*f/>*+F 

／＊。＊ fl>*¥ 
=qln十n一一・一一lφ＋F ¥ q φ ／ 

=q (n+n＊。β）－ax+F (56) 
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が得られる．同様に，外国最終財企業についても

C* (Y) =q* (na＊β＋n＊）一αY+F* (57) 

が得られる． したがって， 限界費用は（56）および（57）をそれぞれX とYで微

分して

I ＊ γ－a 
／相 1 相－，－ ¥ 

c=q(n＋がσ/3）一α＝β－1（「こ1+ga.よ本 1l 
¥O；： 卸 ；： Da卸 al

(58) 

I •本 ，－a

c* =q* (na吋＋が）－a＝β－1( g~＇－－－；仁＋ ＊戸 ) 
¥ biwま b士ω：士／

(59) 

で与えられる．明らかに中間財輸入後の方が輸入前よりも限界費用は低下して

いる．また，両方とも各国中間財企業数の減少関数で，かっ，賃金率の増加関

数となっている． したがって，中間財貿易は，生産工程を国際的に分業したこ

とで，輸送費の存在にもかかわらず，両国最終財企業の限界費用を引き下げる

効果をもっといえる． よって， 2段階ゲームの第1段階部分ゲームは国際的な

中間財購入競争へと発展することになる．そして，その解は両国で存在可能な

中間財の数π＋n＊である．

ここで両国最終財企業の限界費用と輸送費の関係について，次の補題によ

り，特徴的なことがいえる．

補題1 Vn, Vn*, Vw, Vw＊ に対して

C • C 
ー＞c~ ~ 一一＞c
g g 

が成立する．

Proof. Vn, VnてVw,Vw＊ に対して

三／c*>1 
g 

を示す．
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(58）および（59）より

(fic・t ＝山口：；
。本一β（nσ＊β＋n*)

n＋がd3

川ヤ－1完了）石
川 （u完了7-

-141-

が示される．ただし，最後の不等式は Oくg<Iおよびα＞Oを使っている．

同様に， c*/g>cも証明できる． Q.E.D. 

この補題は，中間財貿易下では，最終財を外国へ販売したときの輸送費を含

めた限界費用は自国内で生産された最終財の限界費用よりも高くつくことを表

している．すなわち，自国製品を外国で販売することは，その市場における相

手国企業の製品に比べて，費用構造上不利になることを表している．この補題

から，中間財貿易が最終財企業の競争関係に与える影響として次の命題が得ら

れる：

命題3 中間財の貿易が行われていれば，最終財市場が開放されたとき，少

なくとも自国最終財企業は自国市場において，外国最終財企業は外国市場にお

いての販売が保証される．

Proof. 仮定（28）および補題 1により，

ぺい－寸十o

y＊＝持＊ー♂ナ小o

が成立するので明らか． Q.E.D. 

また，アウタルキーにおいて両国最終財企業の限界費用に相当の格差が存在

していても，中間財貿易が行われてから最終財市場を開放すれば，費用構造上
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弱い立場にある最終財企業が本国市場から駆逐されるというような現象は生じ

ないといえる．

おわりに

Brander and Krugman[2］の「相互ダンピング・モデルJ,Krugman[9］お

よびDixitand Norman[4］等の「独占的競争モデルJでは最終財についての

み， Ethier[6］およびMarkusen[12］の「独占的競争モデル」では中間財につ

いてのみ技術水準や要素賦存比率の似通った先進諸国相互間の同じ製品の双方

向貿易が説明されていたが，本稿では，従来の産業内貿易理論と同様に最終財

市場と中間財市場のそれぞれにおいて，国際的複占と独占的競争を仮定し，最

終財部門および最終財部門の生産に収穫逓増を導入することで，中間財と最終

財の両ステージにおける産業内貿易の理論的説明に貢献したといえる．

このような設定のもとで，中間財の相互貿易が最終財企業の相互貿易におけ

る競争関係への影響が明らかになった． さらに， 2段階ゲームを考察すること

で最終財貿易がその産業の基盤となる中間財市場および労働市場の規模に大き

く依存することも判明した．本稿の分析から得られた結果を要約すれば次のよ

うになる．

中間財市場閉鎖下の最終財貿易

最終財市場を両国の政府が開放することに合意すれば，両国最終財企業は各

国最終財市場において，複占競争に直面する．両国最終財企業は各国市場を区

分（分離）して，差別価格をつけて輸出することになる．その結果，両国は貿

易前よりも低い価格をつけての輸出，すなわち，「相互ダンピングJを行う．

Brander and Krugman (1983）の分析でこれはすでに得られているが，本稿

のモデルでは，最終財の生産関数が分業による規模の経済を示すため，この

「相互ダンピング・モデル」を2段階ゲームへと拡張させることができた．つま

り，中間財の購入競争（分業規模拡大の競争）を第1段階部分ゲームとし，各

国最終財市場でのクールノー競争が最終段階の部分ゲームである．
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また，分業による規模の経済にともない最終財企業の限界費用は逓減してい

くことになる．その結果，短期的には最終財価格は両国市場において低下する．

しかし，長期的には，各国において最大限利用可能な中間財の種類（分業の規

模）は限られているので，中間財の輸入，つまり，生産工程の国際間分業の必

要性がでてくることになる．

中間財市場開放下の最終財貿易

中間財の貿易にも最終財と同様に輸送費の存在を仮定した．輸送費という資

源の浪費があるにもかかわらず，中間財の貿易は，両国最終財企業の限界費用

を引き下げることが判明した．そして，興味深いことに，中間財貿易下では，

最終財を外国へ販売したときの輸送費を含めた限界費用は自圏内で生産された

最終財の限界費用よりも高くっしすなわち，自国製品を外国で販売すること

は，その市場における相手国企業の製品に比べて，費用構造上不利になること

がわかった．中間財貿易は両国最終財企業の限界費用格差を縮め，最終財市場

が開放されても，自国市場での生き残りを保証すると結論づけられる．

注

1) ここでは，輸送費用を製品が”溶ける”こととして考える．つまり自国から外国へ

zの量を輸送すると，外国につく頃には（1-g)Xの量が溶けて，製品がgxの量に縮

んでしまうのである．言い換えれば，製品1単位当りの限界費用が（1-g)/gの割合

で上乗せされるのである．

2) 今，中間財投入量をすべて同質とみなすことにする．それを V=nゆとおくと，生

産関数（5’）は

X(n, V)=h(n)f(V) 

という意味で，分離された形で表現することができる．ここでnを固定すれば， f(V)

= Vはゅの規模に関して収穫不変である．

一般に， h’（n)=Oつまり， h（η）が一定であれば，分業の拡大による外部効果はな

く， h'(n)>Oならば，分業の拡大による正の外部効果をもっ．

このモデルではh(n）＝が， α＞Oなので， h’（n)>Oである．

3) これは労働が1つの産業内にロック・インされている状態を仮定したものであ

る．そして，次で，労働を自由に増やすこともできないし，減らすこともできないこ
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とを仮定している．例えば，熟練労働，人的資本等が考えられる．
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